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アメリカ経済の成長力が急激に弱くなっている理由 
 

○ イエレン議長を含むＦＲＢ主流派による米国経済先行きに対する悲観論。 

 日本の多くのエコノミストが、消費税増税後の景気停滞からの回復の主因として、アメリカ経

済の堅調な回復を挙げている。しかし、ＦＲＢの主流派は、アメリカ経済は回復するものの、そ

の伸びは緩やかなものであるとマーケットにメッセージを出している。タルーロＦＲＢ理事は、今

年４月の講演で、アメリカの経済成長を妨げる４つの構造的な問題を指摘した。 

 

○アメリカを弱らせる４つの構造的問題 

 １．企業間や州を越えて転職する労働者が激減したことにより、労働市場の活性化が落ち

ている。 

 ２．労働分配率が２０００年代に入って急激に低下している。労働者の立場が弱くなり、企業

の力が増していることは、企業間の競争が減っていることの表れなのかもしれない。 

 ３．所得格差の増大。１％の富裕層に富がさらに集中している。この１０年間で、中間層の

実質所得は３％しか増えていない。  

 ４．所得格差の固定化。アメリカにおいては、低所得層の家庭に生まれた子どもが、低所得

層にとどまる比率が４０％以上になっている。 

バブル経済が終わってから２０年、日本も全く同じ状態が続いている？ 

 

○日本にあるもう一つの構造的問題 

少子高齢化の社会構造が急激に進んでいる。総務省の国勢調査によると、我が国の平均

年齢は、２０１０年は４５．０歳だが、２０２０年には４８．０歳、２０３０年は５０．４歳、２０４０年５

２．１歳、そして、２０５０年には５３．４歳に達すると予想されている。 

先進国であるアメリカやヨーロッパは、移民政策により、若い労働力を絶えず国外から確保

している。我が日本は？ 

楽観主義なのか、ただの問題の先送りなのか、日本国民に危機感がない？ 
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国の成長性とは？ 
 

その国の成長とは、ど

のような統計データで判

断すればよいのだろう

か？当然さまざまな見方

があるだろう。一般的に

はＧＤＰ成長率だが、貿

易収支や海外からの投資

額など国の状況を示す指

標は沢山ある。それぞれ

の統計も大切であろう。 

 

その中で、私は、その

国の成長性を見る場合、

人口推移と平均年齢を見

ることにしている。 

確かに、平均年齢が低

くても政治的に安定して

いない国は、経済成長が

見込めないだろう。しか

し、通常、その国の現在

の平均年齢を見れば、１

０年後の経済・社会構造

の姿を予測することがで

きる。 

 

アジアには若い国が沢

山ある。そしてその活気

は、かつての日本の高度

成長期と同じ勢いを感じ

させる。逆に、我が国の

平均年齢は、２０１０年

国勢調査の時点で４５

歳。やはり、国を開かな

くてはならない。国内需

要だけを考えていては、

我が国の未来はない。 

日本経済が破綻する日。 
う。 ４月２２日付で、年金積立金管理運用独立

行政法人（ＧＰＩＦ）の運用委員に米沢康博

早稲田大学大学院教授ら７名が田村厚生労働

大臣により任命された。委員長には米沢氏が

就任。運用委員会とは年金積立金の運用を

左右する機関である。そこに、「運用先を

債券から株式へ」と方針転換することを求

めた政府の有識者会議のメンバーが、米沢

委員長以下３名入ることとなった。年金は

本来、リスクの低い資産で運用するのが当

然であった。しかし、今後は株式等のリス

ク資産への投資が進むことになる。 

 

これは何を意味するのか？ 

年金の運用成績をあげるためだけなの

か？私はそうは思わない。株式市場をどん

な手を使ってでも下げさせないという政府

のメッセージを裏に感じる。その考えは否

定しない。しかし、年金まで手を付け始め

ているという点は、本来国民にもっと開示

しなければならないはずだ。収入のないお

年寄りが、老後に頼りとする年金を株式投

資に投入することと同じなのだ。政府が、

いよいよなりふり構わぬ行動に出てきた。

結果として、当面、株式市場が下振れるこ

とはないだろう。その代り、日本国の存亡

をかけた戦いが始まっていることを、私達

日本国民は認識しなければならない。４

月、明治安田生命保険は、約１７兆円も保

有する日本国債の価格が下がり長期金利が

急騰する事態に備え、国債のリスク管理を

強める方針を明らかにした。 

 

急騰する事態に備え、国債のリスク管理を強

める方針を明らかにした。これは、金利急騰

の予兆が見られる場合は、すぐに日本国債を

売却する体制を整えたということであり、他

の国内金融機関も日本国債の保有比率を下げ

ることを宣言している。 

今の日本の財政赤字・貿易赤字の双子の赤

字に加え、生産人口の急激な減少と高齢化に

よる加速度的な消費減少を考えると、今後の

日本経済が現状を維持するとは考えにくい。

また、近い将来、日本の景気が深刻な減速に

見舞われた時、最後の頼みの綱であるはずの

金融緩和は、すでにアベノミクスにより使い

果たしている。今の状況で、長期金利が急騰

したら日本経済は破綻する。日本の金融機関

でさえ日本国債に対して懐疑的な見方を取り

始めた。海外投資家は言わずもがなである。

日本として他に打つ手が何も残されていない

ようにも思える。当然こんなことは起きない

と私も含め皆が期待している。 

 

しかし、期待は戦略ではない。 

時事の政治経済を独断と偏見で解説する。 

発行所：坂口岳洋事務所 
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 他国では、小学生も政治に対する知識を豊富に持っているそうです。なぜな

ら、政治を知らなければ損をする、知っていれば得をすることが浸透している

からです。政治が生活に密着していることを理解しているからです。 

 日本は、投票率の低さなど、若者の政治離れが指摘されています。もっと政

治を身近に感じて欲しい！どうしたら関心をもってもらえるのか？という問題

が常にあります。日本と、他国のどこが違うのか？私は考えてみました。考え

た結果、日本も他国とほとんど変わりません。日本も政治を知っていれば得を

することが山ほどあることに気づきました。日本人はその事を知らないだけな

のです。 

私は政治家の役目として国民が生活する上で得をする情報を発信していくこ

とが大切だと感じます。そんな政治家を頼りにするのではないでしょうか？身

近に感じる一歩ではないかと思います。だから 

坂口事務所では、1人 1人が得をする情報を 

発信していける事務所にしていきます。（スタッフ A.O.） 

 

 

 



 

 

日本人は、アセアン経済

共同体（ＡＥＣ）の実現によ

るインパクトをもっと感じな

ければならない。 

 
 来年、２０１５年にアセアン経済共同体（AEC）が

実現する。このことを知っている日本人はほとんどい

ないだろう。しかし、このインパクトの大きさは、日本

にとって経済、政治両面で戦略的に重要であること

は明らかであり、逆に国内でニュースになっていな

いことが恐ろしい。例えば、タイでは、このＡＥＣの関

連記事が新聞に載らない日は無いぐらいである。 

アセアンとは、東アジアで唯一の地域協力機構

であり、ブルネイ、インドネシア、フィリピン、マレーシ

ア、シンガポール、タイ（以上、先行加盟６か国）、

及びカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムの１０

か国が加盟している。ＡＥＣとは、これらの国の中

で、財・サービス・投資・熟練労働力の自由な移動

を実現させようというもの。すでに、２０１０年１月に

は先行加盟６か国の AFTA により、品目ベースで

99.65％の関税が撤廃された。新規加盟４か国でも

全品目の 98.96％で関税が 0～５％になっている。 

２０１５年に、ＡＥＣが設立されることに伴って、総

人口６億人、名目ＧＤＰ１．８兆ドル、一人当たりの

名目ＧＤＰが３，１０７ドル、域内総貿易額が２．１兆

ドルに達する巨大な経済圏が出現する。ＥＵのよう

な通貨統合や罰則規定などはなく、主権をＡＥＣに

委託しているわけではないため、その効果を疑問視

する意見もある。しかし、インドと肩を並べ、ロシアに

さえも追いつく経済圏ができることは事実であり、大

きなインパクトがあることは間違いない。 

我が日本にとって、特に中国への関係を考えた

時に、親日国が多く、良好な関係にあるアセアンは

経済のみにとどまらず政治的にも大切なパートナー

である。安倍総理が、就任後初の外国訪問先とし

てアセアンを選んだことは大変評価できる。しかし、

これからが大切である。 

 

 

アセアンを中心とした、アジア各国の
経済成長は予測ではなく、現実である。 

 日本の周辺国の人口・経済指標を具体的

に数字でみる。下の表に示したが、ＧＤＰ全体

でみても、インドネシアは、すでに成長軌道に

乗っており、成長率や人口を考えると、近い

将来韓国を追い抜く可能性すら十分にある。

私たち一般の日本人の持つインドネシアへの

イメージが一変するのではないか。 

マレーシアは、一人当たりＧＤＰが中国の

倍近くある。これは、マレーシア全体として中

間層が育っている証拠であり、今後、長期の

高度経済成長へ移行する可能性が十分に

ある。 

そしてフィリピンなどアジアの中で経済成長

が遅れているとされている国でも、成長率が

７％と驚異的に増大してきている。 

また、アセアンの中心的な国であるシンガ

ポールの一人当たり名目ＧＤＰ（２０１２年）

が、５２，０５１ドルと日本よりも高いことも示し

ておきたい。確かに人口は５３１．２万人（２

０１２年）と小さい国であるが、日本よりも豊

かであり、日本以上に経済先進国であるこ

とを私たち日本人はもっと知るべきである。

現在でさえ、アジアの金融センターになって

いる。我が日本が、いつまでもアジアの中心

と思って胡坐をかいていては、近い将来、

取り返しのつかないことになるだろう。事実、

アメリカの新聞などのマスコミが、アジア本部

を日本から北京や香港やシンガポールなど

にとっくに移転させたことを知らないのは、私

たち日本人ぐらいであろう。 

一度皆さんにじっくりと地図を眺めてもら

いたい。アジアの中心がどこにあるのかを。  

 

 国の若さこそが将来発展の潜在力に

他ならない。 

そして、なんといっても１ページ目のコラム

でも書いたが、これらの国の平均年齢が若

いことに注目してもらいたい。表には書かな

かったが、周辺国のカンボジアやバングラデ

シュの平均年齢も２０代前半である。 

 現在の経済指標で見ても、平均年齢と経

済成長がリンクしていることは一目瞭然であ

る。さらに平均年齢が低いということは、今

後の出生率も高まっていくことにつながる。

すなわち、人口増加が約束されているの

だ。 

 経済成長とは、消費意欲と密接につなが

っている。私の個人的な意見として、消費意

欲の有無が経済成長である。当たり前であ

るが、若者ほど消費意欲は高い。また、人

口が増えるほどに消費意欲は大きくなる。だ

からこそ、若い国へ我が国は展開しなけれ

ばならない。 

日本は未体験の高齢化社会を迎える。

何度でもいう、我が国は今のまま何もしなけ

れば必ず経済破綻する。私は、破綻した

後、日本がどのように這い上がるのか、どの

ように再興するかを今から考え準備すべき

だと痛切に思い、活動を進める。 

大丈夫だという期待は、戦略ではない。 

成長戦略とは新しい需要を作ることである。 

企業が競争力を高め、新たな雇用を創出していくには

何が必要なのか。それは、企業として売上を伸ばすこと

に他ならない。皆さんは当たり前ではないかと思われるか

もしれない。では、その売上を伸ばすには何が必要か。

先ず大きく二つに分けられる。新しい需要を創出するか、

今ある需要を獲得していくかだ。しかし、今ある需要を獲

得していくということは、企業同士がパイを奪い合うことで

あり、全体として需要が膨らむというわけではない。確か

に、企業が切磋琢磨することで、新しい需要の創出につ

ながることもあるだろう。しかし、私は成長戦略とは新しい

需要を創出することであると独断で定義している。 

 

新しい需要創出とは。まず、私はその中でも海

外の需要を取り込む戦略を組むべきだと考える。 

それは大きく三つに分けられる。一つは技術革新であ

ろう。例えば、最近株式公開を果たした、介護ロボット開

発のサイバーダイン社の登場により、「ロボット」という新し

い需要が加速度的に高まるだろう。エネルギー分野にお

けるシェールガスなども典型的な例である。 

二つ目は、規制緩和。本来、規制緩和には二種類あ

るが、マスコミを筆頭に、ごちゃまぜにしてしまっている。

つまり、規制緩和は、供給側と需要側に分かれ、企業と

消費者それぞれに対する規制緩和は発揮される効果が

異なる。例えば、電力業界の規制緩和は供給側であり、

新しい企業の参入などが見込まれるとともに、価格低下

やサービス向上などにつながるものの、消費者にとっては

電気を使うという需要そのものは変わらない。これが、混

合診療の解禁では、需要側すなわち消費者の選択肢が

一挙に広がり、新しい需要が広がることになる。 

三つ目が、国外の需要を取り込むこと。当然今まで各

企業は展開している。そして、これが日本の高度成長に

つながり、経済基盤を作ってきたことは自明である。 

その中で、私は、この三つ目の海外需要を取り込むこ

とに対し、これまで、政治がほとんど機能してこなかったと

実感している。ただＯＤＡとしてお金をばらまいていただけ

で、その果実の刈取りをしてこなかったのだ。 

 

経済一流、政治三流。 

高度成長期からバブルまで、このような言葉がはやっ

ていたことを覚えている方もたくさんいらっしゃるだろう。ジ

ャパンアズナンバーワンといわれた日本黄金時代。政治

はただの税金の分配機能でしかなかった。今は、経済で

さえ、二流になりつつある。しかも政治は、いまだに三流

のまま。 

平均年齢に注目をしてもらいたい！ 
 日本 中国 韓国 インド ロシア ASEAN5 

インドネシア タイ フィリピン マレーシア ベトナム 

人口 

[100万人] 

 

127 

 

1,386 

 

49 

 

1,252 

 

143 

 

250 

 

67 

 

98 

 

30 

 

92 

名目 GDP 

[10億ドル] 

 

5,936 

 

8,358 

 

1,130 

 

1,875 

 

2,030 

 

878 

 

386 

 

250 

 

305 

 

156 

一人当たり GDP 

[ドル] 

 

46,537 

 

6,070 

 

23,052 

 

1,516 

 

14,178 

 

3,557 

 

5,775 

 

2,587 

 

10,422 

 

1,716 

実質成長率 

※2012 

 

1.4 

 

7.7 

 

2.0 

 

4.8 

 

3.4 

 

6.3 

 

6.5 

 

6.8 

 

5.6 

 

5.2 

※2013 1.5 7.7 2.8 4.6 1.3 5.8 2.9 7.1 4.7 5.4 

 

※出典 

人口、名目ＧＤＰ、一人当たりＧＤＰ及び実質成長率（2012 年）：総務省統計局「世界の統計 2014」 

実質成長率（2013 年）：大和総研及びニッセイ基礎研究所資料 

平均年齢：United Nations,「World Population Prospects : The 2012 Revision」 

※人口は 2013 年、平均年齢は 2010 年、それ以外は 2012 年のデータ（ただし、実質成長率については、上段が 2012年、下段が 2013 年のデータ） 

未だに政治が我が国の将来の姿さえ示すことが

できない。これは、自民党だけでなく、民主党も

その他の野党も同様である。だから、国民の政

治離れがすすむのだ。 

 

政治と経済が両輪となり、海外、特に、
地政学的に優位なアジアの需要を獲得す
るときは、今である。 

我が国は、アジアという急激に経済成長して

いる地域における唯一の主要先進国である。こ

の地理的優位性を存分に生かさなくてはならな

い。中国の経済成長でさえ日本の成長戦略の

為に利用しなければならないのだ。かつてあるア

メリカ人が私に次のようなことを言った。「なぜ日

本はもっとアジアへの展開を進めないのか？距

離も近いし、なんと言っても同じ黄色人種でない

か。本当にもったいない。」この言葉は今後の世

界経済の再編の本質を指しているように思う。 

 


